
【 まちの将来像２ 】

次代の社会を担う子どもたちを育むまち



１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 こども育成部 こども政策課課名 会計区分

855.4
事業費
(百万円)

拡充

Ｈ
27
年
度

①子どもの入院及び通院にかかる保険診療医療費
のうち、患者自己負担額から一部自己負担金（500
円）を除いた額を助成
②平成27年10月から0～2歳の所得制限を廃止

内
容

718.2

3.0

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 大学奨学金利子補給事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 児童発達支援センター地域支援事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

新規 3.0

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-1

施策の
方向性

次世代育成支援行動計画に基づき、すべての子ども・家庭の状況に応じた切れ目のない支援を行うことにより、子ど
もの健やかな育ちを保障するとともに、安心して子育てできる環境を整えます。

2

3

4

5

子どもの健やかな育ちを等しく支援

子育て支援サービスの提供

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

すべての子どもの育ちを支援する

幼児教育と保育の質と量の充実

取　組 2-1-1 子どもの健やかな育ちを等しく支援

事業名 こども医療費助成事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般

児童発達支援センターとして、日常生活に
必要な療育支援サービスや地域相談支援
サービス等を提供し、子どもの健全な発達を
図る。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

大学奨学金利子補給事業の制度を創設す
ることにより、大学卒業後の奨学金返済の負
担軽減を図るとともに、本市への流入と定着
を促進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①大学卒業後、茨木市に居住する若者150人（年
間）を対象に大学奨学金を利子補給制度を創設。
対象者は、低所得世帯50人、その他一般世帯１００
人を公募。

事業区分 ソフト

継続

子どもに係る医療費の一部を助成すること
により、子どもの健全な育成に寄与し、児童
福祉の向上を図る。

一般

①障害児を対象に単独通園による療育支援を実施
②市内の障害児とその家族の相談や、保育所等へ
の訪問による地域支援を実施

方向性
（対前年度比）

拡充 67.8
うち市負担分
(百万円) 6.4

H30
年度

32
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



4

5

6

7

事業名 児童発達支援事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

679.2

H29
年度

部名 こども育成部

一般

継続

H31
年度

継続

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

課名 子育て支援課 会計区分 一般

一般

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

障害児が自立した日常生活又は社会生活
を営むことができるよう、児童福祉法に基づ
く障害児通所支援及び障害児相談支援に
係る給付を行い、もって障害児の福祉の増
進を図ることを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①就学前児童には児童発達支援等、就学児童に
ついては放課後等デイサービスに係る通所給付決
定を行う。必要に応じて障害児相談支援給付決定
及び障害児相談支援事業者の指定を行う
②プロフィールファイルのあけぼの学園等での保護
者、事業者向け啓発学習会等の実施
③相談機能の充実、給付の適正化を行うため専門
職を配置する。

方向性
（対前年度比）

拡充

事業名 早期療育支援事業（すくすく教室）

目的
及び
概要

療育を必要とする乳幼児が日常生活におけ
る基本的な動作の習得及び集団生活に適
応することができるよう、適切かつ効果的な
集団的療育指導(児童発達支援事業）、相
談を行う。
また、乳幼児を持つ保護者の方が発達支援
の必要を感じたときに電話、面接相談の窓
口となり、保護者の負担軽減を図り、子ども
の健全な発達を支援する。
地域で孤立することなく連続した支援を継
続するため引き続き相談を受ける体制、学
習会の開催及び市民への啓発を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①療育を必要とする親子に集団的療育（児童発達
支援事業）を実施
②発達に不安がある乳幼児をもつ保護者の方対象
の相談の実施（電話・面接・メール）
③私立幼稚園等へ行かれた児に対して継続的に
相談を実施
④発達障害を理解して適切な関わりができるように
学習会、講演会を実施
⑤ニーズに応じた療育の提供が出来ているか調
査、研究、検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 195.5

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

21.1
うち市負担分
(百万円) 0.0

H29
年度

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分

事業名 療育支援事業（ばら親子教室）

目的
及び
概要

幼児の日常生活における基本的な動作の
習得及び集団生活に適応することができる
よう、幼児の身体及び精神の状況並びにそ
の置かれている環境に応じて適切かつ効果
的な療育（児童発達支援事業）、相談を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①療育を必要とする親子に集団的療育（児童発達
支援事業）を実施する。
②保育所、幼稚園等に通っている療育が必要な児
童に対する併用療育を実施する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

方向性
（対前年度比）

H28
年度

継続

継続
事業費
(百万円)

16.9
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分

事業名 児童発達支援事業所運営事業

目的
及び
概要

幼児の日常生活における基本的な動作の
習得及び集団生活に適応することができる
よう、幼児の身体及び精神の状況並びにそ
の置かれている環境に応じて適切かつ効果
的な療育（児童発達支援事業）、相談等を
行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

南茨木多世代交流センターの特別利用部分を活
用して児童発達支援事業所等を運営するもの。
①発達障害児等への個別療育を実施する。
②保育所、幼稚園等に通っている療育が必要な児
童に対する併用療育を実施する。
③障害児のためのつどいの広場（親子の広場）を実
施する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

16.6
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 事業区分 ソフト
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



8

9

10

11

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H31
年度

継続

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 児童虐待防止事業

目的
及び
概要

児童虐待の予防、早期発見、迅速かつ適切
な対応及び支援を行い、重症化を防ぐととも
に、児童虐待の防止を図る。
児童虐待防止啓発マグネットシートの配布。

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市要保護児童対策地域協議会の実施
②こんにちは赤ちゃん事業について、総合的に検
討
③養育支援訪問事業の実施
④児童虐待防止啓発マグネットシートを配布

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

5.8
うち市負担分
(百万円) 2.9

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分

事業名 母子・父子福祉事業

目的
及び
概要

母子、寡婦及び父子家庭の自立の援助と
福祉の増進を図る

Ｈ
27
年
度

内
容

①ひとり親自立支援員による相談・情報提供・自立
の援助
②自立支援給付金の支給
③ひとり親家庭の交流を図り、孤立を防ぐ生活支援
（情報交換）事業
④母子家庭等総合対策総合支援事業の拡大(就業
支援・学習支援）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

29.2
うち市負担分
(百万円) 12.6

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

事業名 ひとり親家庭医療費助成事業

目的
及び
概要

ひとり親家庭に対し、医療費の一部を助成
することにより、生活の安定と児童の健全な
育成を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①入院及び通院にかかる保険診療医療費の患者
自己負担額から一部自己負担金（500円）を除いた
額を助成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

165.7
うち市負担分
(百万円) 83.7

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 みなし寡婦（夫）制度事業

目的
及び
概要

現在、非婚の母（父）に対しては、税法に定
める「寡婦（夫）控除」が適用されないため、
離婚・死別のひとり親と比較して、保育料等
の適用において不平等な状況にある。
多くのひとり親家庭が経済的に困難を抱え
る中で、市独自で所得制限等の基準を定め
ている制度において、みなし寡婦制度を適
用することにより、経済的な支援を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①保育所等利用者負担額のみなし寡婦（夫）控除
制度の創設

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



12

13

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

14 ◎

15 ◎

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

臨時
拡充

H30
年度

臨時
拡充

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

H31
年度

事業名 就学・修学に伴う支援事業

目的
及び
概要

経済的理由によって就学困難と認められる
児童生徒に対する就学援助費等の支給や
山間部からのバス通学児童生徒に対する通
学費の補助を行うなど、各種費用を支給す
ることにより、教育の円滑な実施に資するこ
とを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①就学援助費支給事務（中学校給食費の支給の
追加）
②支援学級等就学奨励費支給事務（中学校給食
費の支給の追加）
③奨学金支給事務

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

307.4
うち市負担分
(百万円) 302.9

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 次世代育成支援行動計画事業

目的
及び
概要

安心して子どもを生み育て、すべての子ども
が健やかに育つことのできる地域社会の実
現を目指すため、５年を１期とする「茨木市
次世代育成支援行動計画」を策定する。ま
た、「茨木市次世代育成支援行動計画」の
進行管理を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①茨木市次世代育成支援行動計画の進行管理

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H28
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.4
うち市負担分
(百万円) 1.4

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 利用者支援事業

目的
及び
概要

子どもが健やかに成長することができる地域
社会の実現に寄与するため、子ども及びそ
の保護者等、または妊娠している方がその
選択に基づき多様な教育、保育施設、地域
の子育て支援事業等を円滑に利用できるよ
う必要な支援を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①子育て支援総合センターにて利用者支援事業の
実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

拡充

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

2.9
うち市負担分
(百万円) 1.0

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分

事業名 子育て支援サービス提供事業

目的
及び
概要

子育て中の保護者の疾病やその他の理由
等で支援が必要になった場合有効な支援
を提供することで、子育て負担感の軽減を
図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①一時保育及び出前型一時保育事業
②子育て短期支援事業について、対象者の年齢枠
の拡充及び受け入れ先の児童福祉施設の検討
③産前・産後ホームヘルパー派遣事業について、
利用期間・回数等の拡充に向けた検討
④商業スペースなど市民が集まりやすいところに出
向き子育て情報を発信
⑤赤ちゃんのほっとスポット事業の検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

46.1
うち市負担分
(百万円)

H30
年度

継続

課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-1-2 子育て支援サービスの提供

18.6

担当課 部名 こども育成部
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

16

17 ◎

18 ◎

19 ◎

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

H31
年度

事業名 施設型及び地域型給付対象施設認定・給付事務事業

目的
及び
概要

教育・保育の利用を希望する子どもの保護
者からの申請に基づき、教育・保育の必要
性（利用時間）を認定（認定証を交付）すると
ともに、教育・保育の利用に必要な費用の
給付を行い、もって、「一人ひとりの子どもが
健やかに成長することができる社会の実現
に寄与する」ことを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①保育の利用を希望する子どもの保護者に対し、
客観的基準に基づき、保育の必要性を認定し、認
定証を発行
②認定に基づき、教育・保育の利用に必要な費用
の給付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

4366.0
うち市負担分
(百万円)

1506.1

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 事業区分 ソフト

事業名 公立幼稚園の認定こども園化事業

目的
及び
概要

幼児期の学校教育・保育の総合的な提供と
保育所待機児童の解消を図るため、将来の
需給状況等も勘案し、認定こども園化を含
めて地域の実情に応じた公立幼稚園を運
営していく。

Ｈ
27
年
度

内
容
①基本計画の作成
②認定こども園化に向けた職員研修の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

拡充

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 地域型保育事業

目的
及び
概要

地域における多様な保育ニーズにきめ細や
く対応できる、質の確保された保育を提供
し、子どもの成長を支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①既存の小規模保育を継続して実施
②教育・保育のニーズを踏まえ、「事業所内保育」
への支援をはじめ、「居宅訪問型保育」や「家庭的
保育」の実施を検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

54.3
うち市負担分
(百万円) 49.2

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 特別保育拡充事業

目的
及び
概要

保護者の就労形態の多様化に伴い、多様
な保育ニーズへの対応が求められているこ
とから、保育ニーズを踏まえた上で、特別保
育の拡充を図り、子ども・子育て支援を総合
的に推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①病児保育
②休日保育
③一時預かり保育

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

50.0
うち市負担分
(百万円) 28.5

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-1-3 幼児教育と保育の質と量の充実
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20 ◎

21 ◎

22

23

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 幼稚園等一時預かり（預かり保育）事業

目的
及び
概要

公私立幼稚園等で一時預かり（預かり保育）
を実施することにより、保護者のニーズに対
応した支援を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①公立幼稚園では通常保育終了後から17時（拡充
モデル園は18時）まで実施。公立幼稚園の拡充モ
デル園は早朝、水曜日及び長期休業期間も実施
②一時預かり（預かり保育）を行う私立幼稚園等に
補助金を交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

89.8
うち市負担分
(百万円) 24.2

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 公立保育所の機能と役割充実事業

目的
及び
概要

公立保育所の機能と役割を拡充し、地域の
子育て支援の拠点として整備を行い、支援・
相談事業を行う。

[関連取組2-2-02子育て支援の輪づくり]

Ｈ
27
年
度

内
容
①公立保育所の機能と役割の拡充を検討
②在宅支援事業の検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 保育所・幼稚園職員等の研修事業

目的
及び
概要

障害児保育や人権保育に関する研修や学
習会において、最近の知識や情報を得て、
職員のスキルアップに資する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①障害児保育、幼児教育等、職員のスキルアップ
に資する研修を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.3
うち市負担分
(百万円) 2.3

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 私立保育所等の建設補助

目的
及び
概要

　老朽化している私立保育所について、定
員増を見込める建替えに対して補助を行
い、待機児童の解消を含めた保育環境の向
上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①私立保育所等の建替、増築に係る整備費の補助
（4か所）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

1134.0
うち市負担分
(百万円) 157.1

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ハード
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24

H31
年度

縮小

H30
年度

継続

事業名 茨木市立保育所民営化事業

目的
及び
概要

効率的・効果的な保育所運営を実現するた
め、私立保育園の柔軟性や即応性に着目
し、地域で求められる保育ニーズに柔軟に
対応することを目的として、市立保育所の民
営化を推進する。
（平成26年４月下穂積・鮎川保育所、平成
27年４月道祖本・中津保育所、平成28年４
月玉島保育所）

Ｈ
27
年
度

内
容

①平成27年４月から、元道祖本保育所及び中津保
育所が、民間園として運営
②三者協議会の開催（下穂積・鮎川・道祖本・中
津）
③平成27年４月からの民営化に向けて、移管先法
人選考委員会を開催（玉島）
④合同保育の実施（玉島）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

16.0
うち市負担分
(百万円) 16.0

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト
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１　施策の概要

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2

3

H30
年度

拡充

うち市負担分
(百万円)

部名 こども育成部 保育幼稚園課課名 会計区分

部名 こども育成部

継続

うち市負担分
(百万円)

142.8
事業費
(百万円)

拡充

事業名 市立幼稚園子育て支援事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 市立保育所地域開放事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.2方向性
（対前年度比）

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

縮小

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-2

施策の
方向性

地域のさまざまな人材が連携・協力し、子育てを支援することで、親子ばかりではなく世代を超えた人たちの交流の
場が充実するなど、「子育てでつながる地域社会」の実現をめざします。

地域ぐるみの子育てを推進する

7

2

3

4

5

子育て支援の輪づくり

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

交流の場の充実

H31
年度

拡充

H29
年度

地域の人材を活用した子育て支援

Ｈ
27
年
度

①公設としてつどいの広場1施設及び地域子育て
支援センター2施設を事業運営
②つどいの広場事業を実施する既存団体に補助
③地域子育て支援センター事業を私立保育園4団
体に委託
④５圏域の中でも、拠点が未整備な1か所につどい
の広場を開所

内
容

40.8

就学前児童とその保護者が気軽に集える場
を設置し、地域の中で安心して子育て・子
育ちができる環境を整備するとともに、公私
立保育所（園）に地域子育て支援センター
を設置し、子育て世帯に対して専門的な支
援を行う。

拡充

拡充

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

Ｈ
27
年
度

園舎・園庭を開放し、在園児や職員及び未
就園児親子同士の活動を通して保護者同
士の交流を図る。

H29
年度

取　組 2-2-1 交流の場の充実

事業名 地域子育て支援拠点事業

目的
及び
概要

担当課 課名 子育て支援課 会計区分

事業区分 ソフト

保育所を開放し、在宅の親子と保育所の子
どもたちや地域の人々との交流を促進し、
在宅の親子を支援する。

部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分

方向性
（対前年度比）

一般

①地域開放（ともだち広場）の実施
②保育所入所児との交流や行事への参加、保育
士・看護師等による育児の不安や悩みの相談により
在宅の親子を支援
③民営化にともない公立８ヶ所→６ケ所実施へ

内
容

Ｈ
27
年
度

内
容

①園舎・園庭を開放し未就園児の遊びを通して交
流の場とする
②月２回、子育て相談室を開設し、保護者が抱える
子育ての悩み等に適切に対応する

事業区分 ソフト

継続

0.2

一般

方向性
（対前年度比）

縮小 0.3
うち市負担分
(百万円) 0.3

H30
年度

継続
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

事業名 子育て支援ネットワーク事業

H29
年度

継続

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.1

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

こども育成部 課名 子育て支援課

H30
年度

H28
年度

継続

一般 事業区分

方向性
（対前年度比）

継続
うち市負担分
(百万円) 0.1

H31
年度

目的
及び
概要

地域において育児の援助を行いたい者と育
児の援助を受けたい者が会員として登録
し、相互扶助の精神に基づき行う援助活動
を支援することで、仕事と育児の両立を図る
とともに、地域で安心して子育てができる環
境を整備する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①ファミリーサポートセンター事業の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

継続方向性
（対前年度比）

事業名 ファミリー・サポート・センター事業

子育てに関わる機関・団体・民生委員・児童
委員等の支援者と、子育て中の保護者団体
等の当事者が構成する連絡会を開催し、子
育てに係る情報交換や交流を行い、各団体
等の特色をお互いに認め合いながら、連携
して子育て支援を行うとともに、地域での子
育て力の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

取　組 2-2-3 地域の人材を活用した子育て支援

継続

会計区分

①市内を５ブロックに分けて開催している子育て支
援団体連絡会について、公立保育所の機能と役割
と合わせて検討を行う

部名 一般

継続
事業費
(百万円)

8.3

H29
年度

H31
年度

うち市負担分
(百万円) 2.8

取　組 2-2-2 子育て支援の輪づくり

ソフト担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分
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１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3 ◎

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 学校教育部 学校教育推進課課名 会計区分

64.3
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

①学力向上担当者連絡会の開催
②専門支援員、学習支援者などの人的配置
③学力向上重点支援モデル校区の指定

内
容

60.0

0.3

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 授業力向上事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 保幼小中連携事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.3

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-3

施策の
方向性

すべての児童・生徒の「生きる力」、すなわち「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育成し、個人の可能性を最
大限引き出すため、学校園をはじめ保育所、関係諸団体が連携して就学前から中学校卒業まで一貫した「きめ細や
かで質の高い教育」を保障し、「学びを通した信頼される学校づくり」を進めます。

2

3

4

5

「確かな学力」の充実

「豊かな心」の醸成

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

学校支援体制の充実

7

「生きる力」を育む教育を推進する

「健やかな体」の育成

取　組 2-3-1 「確かな学力」の充実

事業名 学力向上事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般

本市独自に作成した「保幼小連携ベースカ
リキュラム」の実践と検証により、保幼小間の
系統的な保育・教育を進めるとともに、小・
中学校教員の異校種間交流による授業実
践や児童会・生徒会交流などにより、小１プ
ロブレム・中１ギャップの解消を図るなど、保
幼小中間のスムーズな接続をめざす。

【関連取組：2-1-3　幼児教育と保育の質と
量の充実】

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

小・中学校の授業研究会を活性化するとと
もに授業づくりに関する研修を行うことで、
教員の授業実践力の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①学びのシンポジウム分科会として２年目教員の授
業研究会の開催
②学びのシンポジウム全体会として講演会を開催
③指導主事が各校の授業研究会を支援する校内
研支援事業の実施

事業区分 ソフト

継続

６ヵ年の学力向上施策の成果と課題を踏ま
えた第３次学力・体力向上３カ年計画（茨
木っ子ジャンプアッププラン28）に基づき、
実践的教育活動の活性化を図り、本市の教
育振興を図る。

一般

①保幼小中連携教育推進会議と中学校ブロック連
携会議の開催
②中学校ブロック連携支援教員の配置

方向性
（対前年度比）

継続 22.1
うち市負担分
(百万円) 22.1

H30
年度
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4

5

6

7

事業名 支援教育事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

231.4

H29
年度

継続

部名 学校教育部 一般

障害のある児童・生徒一人ひとりが、地域の
学校で共に学ぶことを通して、その持てる力
を高め、生活や学習できるよう、必要な支援
や介助を行う。

H31
年度

継続

H30
年度

担当課 ソフト課名 学校教育推進課 会計区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般 事業区分

一般 事業区分

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

Ｈ
27
年
度

内
容

①小中学校支援学級に介助員を配置
②通常の学級に在籍する発達障害等支援の必要
な児童・生徒に対しコミュニケーションや学習面の
支援を目的に支援教育サポーターを配置
③医療的ケア体制を整備する事業

方向性
（対前年度比）

継続

事業名 外国人英語指導助手による外国語活動(小学校)/外国語教育(中学校)

目的
及び
概要

小学校外国語活動と中学校英語科の連携
した取組を通じて、本市児童・生徒に国際
社会において通用するコミュニケーション能
力を養う。
市が業者に英語指導助手業務を委託し、中
学校ブロックの小中学校に同じNETを配置
することで、小学校の外国語活動と中学校
の英語教育の充実を図るとともに、外国語
活動の小学校から中学校へのスムーズな接
続を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①小学校１～４年生は年間３時間以上、５・６年生は
10～15時間、中学生は週１時間、NETを配置
②小中学校の教員が連携できるよう合同の推進担
当者会を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 204.8

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

53.2
うち市負担分
(百万円) 53.2

H29
年度

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 ソフト

事業名 学校図書館教育事業

目的
及び
概要

各小･中学校の読書センター・学習情報セ
ンター機能を充実し図書館教育を推進する
とともに、市立図書館との連携の充実を図る
ことで、児童･生徒の読書活動の推進を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市内全小中学校に開館業務、授業支援等を行う
学校図書館支援員を配置し、司書教諭・学校図書
館ボランティアと連携して学校図書館機能を充実
②図書管理ソフト「りいぶる」や物流システムの活用
促進

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

32.8
うち市負担分
(百万円) 32.8

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 相馬芳枝科学賞実施事業

目的
及び
概要

自然科学に興味・関心を持ち、科学的なも
のの見方・考え方を身につける。そのため
「第２土曜科学教室」（市内小学３～６年生
（定員３５名）を対象に毎回テーマを設け、
実験、観察、理科工作等を行う。）や「相馬
芳枝科学賞」（市内在住在学の小中学生が
作成した自由研究を募集し、展示・表彰･発
表を行う。）を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①講師謝礼
②施設使用料
③実験材料費や賞品等の増額

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.3
うち市負担分
(百万円) 0.3

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 ソフト
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

8 ◎

9 ◎

10

11

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般 事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 道徳教育・人権教育推進事業

目的
及び
概要

児童・生徒の基本的な倫理観や規範意識
などの道徳性、及び自己肯定感を高めるた
め、地域の実態に応じた特色ある取組みを
推進するとともに、教職員対象の人権研修
を充実し、人権意識の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①「豊かな人間性を育む取組み推進事業」の実施
②教職員人権研修会の実施
③管理職人権研修会の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

縮小

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

1.9
うち市負担分
(百万円) 0.3

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 生徒指導事業（いじめ・不登校問題行動等）

目的
及び
概要

いじめ防止基本方針に基づき、いじめの防
止、早期発見・解決を図る。いじめ・不登校
や暴力行為等の問題行動に対して、スクー
ルカウンセラー（SC）・スクールソーシャル
ワーカー（SSW）・子ども支援協力員との連
携、生徒指導支援教員の活用により、迅速
かつきめ細やかに対応できるよう学校体制
を支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①SCの全小学校配置
②SSWを１名増員し、５名体制
③子ども支援協力員・生徒指導支援教員の配置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

42.1
うち市負担分
(百万円) 42.1

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 虐待事象に係る関係機関との調整

目的
及び
概要

小・中学校の児童・生徒を虐待から守るた
め、関係機関と連携し、ネットワークづくりを
推進する。
虐待の通告があった場合、学校や関係機関
と連携を図り、安全確保および見守りを行
う。また、日頃から関係機関と情報を共有
し、虐待の早期発見に努める。

Ｈ
27
年
度

内
容

①子育て支援センターとのケース会議の実施
②子ども家庭センターとの学校訪問
③要保護児童・生徒の定期的な情報収集・交流

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 学校応援サポート事業

目的
及び
概要

小・中学校における教育活動上の諸課題や
保護者・地域住民等からの様々な要望のう
ち、学校だけでは対応が難しいものについ
て、専門家や指導員による支援を行い、解
決を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①いじめ対策指導員の派遣。
②弁護士への相談
③SSW・SCのスーパーバイザー（SV）の派遣・ケー
ス会議の開催

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

7.0
うち市負担分
(百万円) 6.0

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-3-2 「豊かな心」の醸成
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

12 ◎

13 ◎

14

15

H30
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H31
年度

H30
年度

事業名 体力向上事業

目的
及び
概要

児童・生徒に生涯にわたって運動に親しむ
資質や能力の基礎を育てるとともに、健康の
保持増進と体力の向上を図る。スポーツテ
ストの個人データの蓄積・比較により、児童・
生徒が自らの体力の状況を把握・分析する
とともに、体育指導に有効に活用する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①体力向上研修会の実施
②公開授業研究会の実施
③小中6年間のスポーツテストの実施

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

4.1
うち市負担分
(百万円) 4.1

一般 事業区分 ソフト

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 学校給食事業（ソフト）

目的
及び
概要

学校給食は児童・生徒の心身の健全な発
達に資するものであり、生きた教材として自
分の健康を考え、よい食習慣を身に付け、
食に関する正しい理解と適正な判断力を養
う上で重要な役割を果たすものであることか
ら、安全で安心な学校給食の充実や学校に
おける食育の推進を図るため、各種学校給
食事業を推進するとともに、アレルギー対応
マニュアルに沿った運用などアレルギー対
応を含めた給食内容の向上・充実に関する
調査研究、学校給食会の運営、調理員研
修等を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①15校で調理業務の民間委託
②献立作成委員会、物資調達委員会の開催
③食品衛生管理等の研修会開催
④選択制の中学校給食実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

372.8
うち市負担分
(百万円) 372.8

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 学校給食事業（ハード）

目的
及び
概要

学校給食は児童・生徒の心身の健全な発
達に資するものであり、生きた教材として自
分の健康を考え、よい食習慣を身に付け、
食に関する正しい理解と適正な判断力を養
う上で重要な役割を果たすものであることか
ら、安全で安心な学校給食の充実や学校に
おける食育の推進を図るため、各種学校給
食事業を推進するとともに、アレルギー対応
マニュアルに沿った運用などアレルギー対
応を含めた給食内容の向上・充実に関する
調査研究、学校給食会の運営、調理員研
修等を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①小学校給食調理場に、給食内容の充実と向上を
図るため焼き物調理器を導入

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

-

H28
年度

-

方向性
（対前年度比）

完了
事業費
(百万円)

15.6
うち市負担分
(百万円) 15.6

-

部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分

H31
年度

-

一般

事業名 学校保健事業

目的
及び
概要

学校において、児童生徒等の健康の保持
増進を図ること、学校教育活動に必要な健
康や安全への配慮を行うことなど学校保健
の推進を充実するために様々な施策を行な
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①感染症、アレルギー等各種研修会の実施
②学校管理下における災害発生時の給付金を支
給
③市が賠償責任を負う災害に対し、賠償補償保険
金を支給
④負傷児童等搬送事業
⑤各学校で各種検診等を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

2-3-3 「健やかな体」の育成

事業区分 ハード担当課

取　組
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

16

17

18

19

H30
年度

継続

H29
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

事業名 不登校児童・生徒支援事業

目的
及び
概要

小・中学校と連携して、不登校児童・生徒の
支援活動を行い、学校復帰をめざす。
不登校状態にある児童・生徒の支援(家庭
への学生ボランティア派遣)、別室登校児
童・生徒の支援(学校への学生ボランティア
の派遣)を行う。また、ふれあいルーム（不登
校児童生徒支援室）を開設し、学校復帰の
取組みを行い、保護者には不登校相談を
実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①不登校適応指導相談員報酬
②ふれあいアドバイザー報酬
③不登校支援員等報償
④消耗品等

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.1
うち市負担分
(百万円) 9.1

事業区分 ソフト一般

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分

事業名 教育相談指導事業

目的
及び
概要

幼児・児童・生徒、保護者や教員の教育に
関する不安や悩みを解消するため、適切な
指導・助言、及び支援を実施する。
幼児・児童・生徒や保護者に対しては、面
接相談・発達相談・不登校相談・電話教育
相談・『いじめ』電話相談・言語相談を実施
する。小・中学校に対しては、巡回相談を実
施するとともに、教員に対しても幼児・児童・
生徒への指導等について、気軽に相談でき
るよう電話や面接の窓口を設け、周知を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①各相談員の報酬
②教育相談補助員賃金
③所内研修講師謝礼

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

74.5
うち市負担分
(百万円) 74.5

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 教職員研修事業

目的
及び
概要

教育現場のニーズや国・府の動向を踏まえ
ながら研修を企画・立案して実施するととも
に、市立小・中学校教職員を対象にイントラ
ネットを活用して各校の教育実践や研究所
員会の研究などの情報を発信して広く周知
し、教職員の資質向上を図る。また、府教育
センター主催研修会への参加手続き等の
業務を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①講師謝礼等
②消耗品等
③初任者研修バス借り上げ料等

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.4
うち市負担分
(百万円) 2.4

①教職員の健康診断
②時間外労働時間の把握及び面接指導
③被服貸与

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 教職員健康管理事業

目的
及び
概要

教育活動の円滑な実践、充実を目指すた
め、学校保健安全法に基づき、学校の設置
者として教職員の健康診断（視力・聴力、
尿、血液、心電図、結核等）を実施するほ
か、労働安全衛生法に基づき健康管理を行
う。更に、近年、心の病にかかる教職員が増
加する傾向にあることから、発症を未然に防
止するためのメンタルケア対策を講じる。ま
た、被服貸与規則に基づき、被服貸与を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

11.5
うち市負担分
(百万円) 11.5 継続

事業区分 ソフト一般

H31
年度

部名 学校教育部担当課 課名 教職員課 会計区分

取　組 2-3-4 学校支援体制の充実
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

H30
年度

小学校施設の整備により、安全で快適に学
べる教育環境の向上を図る。

一般

①備品使用料（予算執行は教育政策課）

方向性
（対前年度比）

継続 102.4
うち市負担分
(百万円) 102.4

中学校施設の整備により、安全で快適に学
べる教育環境の向上を図る

Ｈ
27
年
度

内
容
①エレベ－タ－設置事業
②太田中学校増築事業

事業区分 ハード

継続

ＩＴ教育基盤の向上のため、情報処理室の
パソコン機器の更新にあわせて、タブレット
（可動式パソコン）端末に変更する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ハード

H31
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 施設課 会計区分

取　組 2-4-1 学校施設の計画的な整備・充実

事業名 小学校営繕事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

魅力ある教育環境づくりを推進する

6

7

2

3

4

5

学校施設の計画的な整備・充実

学校・家庭・地域の連携の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-4

施策の
方向性

それぞれの学校において、子どもたちが良好で快適な環境のもとで教育を受けることができる環境を整備します。
また、地域における教育コミュニティづくりが進むとともに、子どもたちが安全に安心して過ごすことができる環境を整
えます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 小・中学校情報処理室パソコン更新事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ハード担当課

継続 10.0

施設課

事業名 中学校営繕事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

①大規模改造事業
②便所改修事業
③屋内運動場天井改修工事

継続

H30
年度

継続

課名 会計区分

10.0

うち市負担分
(百万円)

部名 教育総務部

内
容

291.9方向性
（対前年度比）

333.9
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

4 ◎

5 ◎

6 ◎

7

事業区分 ソフト担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.7
うち市負担分
(百万円) 2.1

H28
年度

継続

事業名 家庭教育支援事業

目的
及び
概要

家庭教育を支援するために学校と連携しな
がら、保護者同士が交流し学びあう家庭教
育学級の開設や、家庭教育セミナー等学習
機会の提供等を行う。

【関連取組：3-1-3　成人教育の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①家庭教育セミナーの開催
②保護者のための講座の開催
③親学習支援者フォローアップ研修の開催
④親まなびおでかけ講座の開催
⑤家庭教育学級の委託開設
⑥家庭教育学級指導者研修会の開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.1
うち市負担分
(百万円) 5.1

H28
年度

継続

ソフト

事業名 児童・生徒の安全対策事業

目的
及び
概要

市内小・中学校の児童・生徒が安全に通学
できるよう、ボランティア巡視員による見守り
活動や、通学路の安全点検を行うとともに、
安全を脅かす恐れのある情報について緊急
メールを配信する等、子どもを見守るネット
ワークづくりを推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①子ども安全見守り隊交付金の交付
②子どもが暴力から身を守るワークを全小学校で実
施
③防犯ブザーの配付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

48.9
うち市負担分
(百万円) 45.1

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 38.0

H31
年度

継続

事業名 放課後子ども教室推進事業

目的
及び
概要

放課後等に子どもたちの安全で健やかな居
場所を確保するため、地域住民の参画を得
て、子どもたちと諸活動に取組み、地域社
会全体で地域の子どもたちを見守り育むこ
とができるよう、啓発と活動の充実を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①各校区放課後子ども教室実行委員会への事業
委託
②年度当初の事務担当者説明会、年２回の各ブ
ロック代表者による研究会、各校区代表者連絡会、
スタッフ研修会の開催
③ホームページでの啓発
④市内にある各大学と連携を図り、学生ボランティ
アを募集

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

保護者が子育てと就労を両立できるように、
小学校に通う子どもたちが、安心して利用で
きる居場所を提供する。また放課後子ども教
室と連携することにより、児童が多様な体
験・活動を行うことができ、地域社会全体で
児童の健全育成を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①開室時間延長実施
②待機児童対策実施(7保育室)
③設備改修(7保育室)
④学童保育指導員研修の実施
⑤事業の自己評価体制の検討

方向性
（対前年度比）

拡充

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

課名 学童保育課 会計区分 一般

一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

臨時
拡充

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

98.1

H29
年度

拡充

部名 こども育成部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H30
年度

継続

事業名 学童保育運営事業

取　組 2-4-2 学校・家庭・地域の連携の推進
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

3

目的
及び
概要

H31
年度

0.0方向性
（対前年度比）

地域における子ども・若者が「交流・学び・
つながり」をキーワードに出会うことができる
居場所の提供をはじめ、スポーツや自然・
社会体験を通して豊かな人権感覚を身につ
けるとともに、将来に夢をもち自己実現でき
るよう、学習の機会の提供を図る。

取　組 2-5-2 青少年の体験活動の充実

事業名 子ども・若者居場所支援事業

10.8
事業費
(百万円)

拡充

担当課 会計区分

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

H31
年度

継続

部名 こども育成部 こども政策課課名 会計区分

10.8

部名 教育総務部 課名 青少年課

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H28
年度

拡充

H30
年度

拡充

拡充

継続

H29
年度

継続

事業名 上中条青少年センター運営事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 0.0
うち市負担分
(百万円)

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業区分 ソフト

青少年及び青少年団体の健全な育成を図
るため、体験活動や文化的交流行事を実施
するとともに、自主的・組織的な青少年活動
を支援し、安全・安心して活動できる青少年
の居場所を確保するため貸館事業を実施
する。

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-5

施策の
方向性

全ての青少年がさまざまな地域活動や体験活動に参加するとともに、適切な支援を受けることにより、心豊かにたく
ましく成長することができるよう取組を進めます。

2

3

4

5

青少年健全育成の推進

青少年の体験活動の充実

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

青少年が心豊かにたくましく成長できるよう取組を推進する

若者の自立支援

取　組 2-5-1 青少年健全育成の推進

事業名 青少年健全育成事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分 一般

Ｈ
27
年
度

内
容

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容
①多世代交流センターの施設に小学生の居場所と
中高生の自習室を設置

①子どもセミナー等主催事業の実施
②親と子のためのふれあいコンサート開催
③学習室・貸館業務の実施

H30
年度

事業区分 ソフト

拡充

青少年健全育成運動を推進し、より一層の
青少年育成を図るために青少年問題協議
会が青少年育成の方針を樹立し、関係機
関・団体と有機的に連携をとりながら、青少
年育成のための諸事業の実施及び問題行
動の防止等に努める。

一般

Ｈ
27
年
度

①青少年問題協議会の開催
②健全育成啓発のための講演会実施・リーフレット
作成
③青少年健全育成関係団体の活動支援
④中学生の主張事業の実施
⑤「ほっとけん！」出動体制の整備。啓発物品の作
成・配布

内
容

方向性
（対前年度比）

継続 28.2
うち市負担分
(百万円) 24.6
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4

5

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

6

取　組 2-5-3 若者の自立支援

一般

事業名 青少年野外活動センター運営事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

55.5

部名 教育総務部 課名 青少年課

ソフト

拡充

継続

H31
年度

継続

継続

H30
年度

継続

一般

方向性
（対前年度比）

事業区分

会計区分 一般

①利用者の受入
②主催事業の実施
③キャンプカウンセラーの育成
④施設の管理及び維持補修
⑤開設40周年を期に青少年を中心とした幅広い年
代の市民を対象とした主催事業の展開

ソフト

54.6
H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

1.8

H29
年度

H29
年度

継続

継続

事業名 青少年活動・育成事業

青少年の健全育成のために、自然体験や
集団生活の機会を提供するとともに、開設
40周年（平成27年度)を期に、施設の周知
や主催事業の充実を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

うち市負担分
(百万円)

H28
年度

継続

青少年課

こども会をはじめとした青少年団体等や、こ
れらの青少年を育成する組織が活発な活
動を展開するための情報や活動機会の提
供に努め、青少年教育活動の推進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①キックベースボール講習会の実施
②百人一首カルタ研修会の実施
③こども会親善スポーツ中央大会の実施
④こども会親善百人一首カルタ競技大会の実施
⑤こども会活動支援講習会の実施
⑥大阪府こども会安全共済会加入補助

事業名

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.8
うち市負担分
(百万円)

目的
及び
概要

目的
及び
概要

①茨木市子ども・若者自立サポート事業委託
②子ども・若者を包括的に支援するため、茨木市子
ども・若者支援地域協議会を設置
③(臨)啓発チラシの作成

事業費
(百万円)

会計区分 事業区分

H31
年度

担当課 部名 教育総務部 課名

子ども・若者自立サポート事業

ひきこもり・ニート・不登校等の状態にある子
ども・若者が、社会参加できるよう、茨木市
子ども・若者自立支援センターを設置し、ひ
きこもり等の当事者や家族の相談・支援体
制を図る。
また、市民税非課税世帯・生活保護世帯等
のひきこもり等の子ども・若者及びその保護
者に、茨木市自立支援センター利用券を交
付することにより、面談等の支援に係る負担
を軽減する。

Ｈ
27
年
度

内
容

6.0
うち市負担分
(百万円) 1.0

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

拡充
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